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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

１ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２ 第14期は平成15年４月１日から平成15年12月31日までの９ヶ月決算であります。 

３ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月

売上高 (千円) 4,838,351 6,104,672 5,113,980 7,856,916 9,330,259 10,199,408 

経常利益 (千円) 33,293 157,315 137,015 144,090 250,209 309,489 

当期純利益 (千円) 18,889 86,960 77,050 101,526 140,058 201,574 

持分法を適用した場

合の投資利益 
(千円) － － － － － － 

資本金 (千円) 49,865 49,865 63,865 63,865 63,865 250,865 

発行済株式総数 (株) 581 581 1,141 1,141 5,705 6,705 

純資産額 (千円) 142,014 226,040 316,363 409,751 550,209 1,108,640 

総資産額 (千円) 1,841,643 2,324,137 2,366,515 2,369,723 2,766,135 3,375,296 

１株当たり純資産額 (円) 244,431.89 376,145.48 271,747.09 359,116.01 96,443.40 165,345.31 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中

間配当額） 

(円) 
5,000 

(－)

13,000 

(－)

5,500 

(－)

7,600 

(－)

3,400 

(－)

6,100 

(－)

１株当たり当期純利

益金額 
(円) 32,512.21 136,764.39 92,011.60 88,980.03 24,550.20 33,775.92 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

(円) － － － － － 33,055.87 

自己資本比率 (％) 7.7 9.7 13.4 17.3 19.9 32.9 

自己資本利益率 (％) 14.12 47.25 28.41 27.96 29.18 24.30 

株価収益率 (倍) － － － － － 11.31 

配当性向 (％) 15.4 9.5 6.0 8.5 13.8 18.1 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(千円) － － － 40,679 146,853 46,970 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(千円) － － － △76,675 △6,117 △194,809 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(千円) － － － △119,813 56,140 177,129 

現金及び現金同等物

の期末残高 
(千円) － － － 825,547 1,022,424 1,051,714 

従業員数 

（外、平均臨時雇用

者数） 

(人) 
50 

(－)

63 

(－)

76 

(－)

104 

(－)

117 

(－)

131 

(－)



４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第14期までは新株引受権の残高がありますが、当社

株式は非上場かつ非登録であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。また、第15期及び

第16期については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５ 第12期から第16期までの株価収益率については、当社株式は非上場かつ非登録であるため、記載しておりま

せん。 

６ 第15期以降の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、新日本監査法人の監査を受け

ておりますが、第14期までの財務諸表については監査を受けておりません。 

７ 当社は平成17年12月５日付で株式１株につき５株の株式分割を行っております。 

２【沿革】 

年月 事項 

平成２年５月 電話一体型簡易通信端末「テレメーション」の普及のための企画及びビジネスホン、ファクシミ

リ、複写機の販売を事業目的として、東京都渋谷区に当社設立（資本金10,000千円） 

平成３年６月 本社を東京都渋谷区南平台町15－13から東京都板橋区南町８－６エクセル西池903号に移転 

平成４年２月 資本金20,000千円に増資 

平成４年８月 本社を東京都板橋区南町８－６エクセル西池903号から東京都豊島区東池袋３－20－９に移転 

平成５年６月 神田営業所を新設し、パソコン事業に参入 

平成５年11月 秋葉原にパソコン・マルチメディアショップ「ＬＩＴＳ ＦＡＣＴＯＲＹ」を出店 

当社オリジナルＤＯＳ／Ｖパソコン「ＦＡＣＴＯＲＹ」シリーズを発表 

平成６年７月 本社を東京都豊島区東池袋３－20－９から東京都千代田区外神田１－15－６に移転 

秋葉原にコンパック専門店、「ＳＯＵＴＨ ＷＩＮＤ」を出店 

平成７年３月 本社を東京都千代田区外神田１－15－６から東京都千代田区外神田１－11－６小暮ビルに移転 

平成８年11月 資本金を49,865千円に増資 

平成10年４月 本社を東京都千代田区外神田１－11－６小暮ビルから東京都千代田区外神田１－11－５（現在

地）に移転 

平成12年２月 店舗を１店舗に統合 

平成12年７月 インターネットビジネス関連の子会社、「ハイパーネクスト株式会社」を設立 

平成13年12月 アスクル事業に本格進出 

平成15年９月 資本金59,865千円に増資 

平成15年12月 資本金63,865千円に増資 

決算期を３月から12月に変更 

平成16年９月 「ハイパーネクスト株式会社」より営業を譲り受け、デジタルコンテツ事業に本格進出 

「ハイパーネクスト株式会社」解散（同年12月 清算結了） 

平成18年９月 ジャスダック証券取引所に株式を上場 

資本金250,865千円に増資 



３【事業の内容】 

(1）コンピュータ事業 

 当社は、一般法人ユーザー、システムインテグレータ及びソフトハウス、その他販売店等の企業をターゲットと

して、サーバ、コンピュータ本体、液晶モニタ、液晶プロジェクタ、プリンタ、ビジネス用ソフトウェア等を販売

しております。取扱メーカーは、ＩＢＭ・レノボ・ＮＥＣ・ヒューレットパッカード・セイコーエプソン・キヤノ

ン・ＤＥＬＬ・富士通・東芝の製品等を扱うマルチベンダーであります。 

 また、当社は売れ筋商品を大量に仕入れることによって、低価格での販売と早い納品体制を作っております。 

 企業の部署単位での入替え、機器の故障、従業員の増加、部署移転などに伴う小規模及び随時の需要に注目し、

電子メール及びＦＡＸにて頻繁に価格情報を提供することにより、ユーザーに需要が発生した際に、即時に受注に

つながる体制を作っております。 

  

(2）アスクル＆サプライ事業 

 当社は、コンピュータ事業によって取引を開始したユーザーを中心に、オフィス関連用品及びサプライ用品の販

売を行っております。 

①アスクル事業 

 アスクル株式会社が行っているオフィス関連用品の通信販売事業「ＡＳＫＵＬ」の代理店業務を展開し、事務用

品などのオフィス関連用品の提供を行っております。 

②サプライ事業 

 セイコーエプソン製トナーカートリッジを中心に、各社純正トナー及びリサイクルトナーなど消耗品の提供を行

っております。 

(3）サービス＆サポート事業 

 当社は、コンピュータ事業において取引を開始したユーザーを中心に、デジタルコンテンツの制作、オフィス全

般の設置保守作業、ヘルプデスクの運営等の付加価値の高いサービス提供を目指しております。 

①設置保守事業 

 ユーザーのオフィス環境構築全般の提案を目指し、商品を販売した際の搬入や据付、設定などの業務、ＬＡＮ配

線等のネットワークインフラ構築、電話配線作業、オフィスレイアウト及びユーザー企業が導入している機器全般

を対象にした、ネットワーク環境保守を行っております。 

②ヘルプデスク事業 

 ユーザーのオフィス内に当社のスタッフが常駐し、機器の管理、故障やトラブルの問合せへの対応、情報システ

ム部門への業務改善の提案を行うヘルプデスク事業を展開しております。 

③デジタルコンテンツ事業  

 ホームページ制作、展示会・ショールーム用の映像やソフトウェア、コーポレートアイデンティティー（CI）・

セールスプロモーション（SP）用コンテンツの制作等について企画・提案から制作、運営サポートの一貫したサー

ビスを提供し行うと共に、コンテンツを起動させる為に必要なハードウェア環境の提案を行います。 



◆事業系統図◆ 



４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます。人材派遣会社からの派遣

社員及び臨時雇用者数（アルバイト）は除きます。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 当社は、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

131 31.9 3.8 4,224,152 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当事業年度におけるわが国経済は、世界的な原油価格の高騰等の問題もありましたが、企業収益の改善や需要の

拡大によって設備投資が増加するとともに、雇用・所得環境の改善により個人消費も回復し、民間需要中心の緩や

かな景気回復が続きました。 

 当社が属するコンピュータ販売業界におきましては、社団法人電子情報技術産業協会（JEITA）の発表によれ

ば、平成18年年間の国内のパソコン出荷台数は1,233万４千台（前年同期比97%)と、４年ぶりに前年を下回りまし

た。しかしながら、当社がターゲットとする法人市場におきましては、企業の業績向上を背景にしたリプレース需

要に加え、雇用者の増加によるパソコンの増設需要等もあり、年間を通じて堅調に推移しました。  

 このような状況のなかで、当社は「既存事業の強化」と「重点事業の確立・拡大」を進めるとともに、「管理制

度、システムの改革と定着化の推進」を通じて、経営基盤の強化をはかってまいりました。 

  また当社は、平成18年９月にジャスダック証券取引所に新規上場を果たしました。 

 以上の結果、当事業年度の業績については、売上高は10,199,408千円（前期比9.3%増）、経常利益309,489千円

（同23.7%増）、当期純利益201,574千円（同43.9%増）となり、いずれも過去最高の数字を達成することができま

した。 

  

（コンピュータ事業） 

 従来からあった大手企業へのコンピュータ及び周辺機器の販売が好調で、売上高は8,435,975千円（同3.2%増）

となりました。 

  

（アスクル＆サプライ事業） 

 既存ユーザーの稼動推進を図るとともに、コンピュータ・ユーザーを中心とする新規獲得等により、売上高は

1,033,427千円（同32.6%増）となりました。 

  

（サービス＆サポート事業） 

 既存ユーザーとの安定的な取引の拡大に加え、設置保守・ヘルプデスクにおいて新規顧客の獲得が進んだ結果、

売上高は730,005千円（同94.6%増）となりました。 

  

 (2）キャッシュ・フロー 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度と比較して29,290千円増加

し、当事業年度末には1,051,714千円となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は、前事業年度より99,883千円減少し46,970千円になりました。これは主に、税引

前当期純利益が359,140千円あったものの、売上債権の増加334,007千円、たな卸資産の増加52,938千円及び法人税

等の支払額132,643千円があったためであります。 

  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、前事業年度より188,692千円増加し194,809千円となりました。これは主に、定

期預金等の払戻による収入168,000千円や敷金・保証金の回収による収入64,643千円があったものの、定期預金等

の預入による支出387,005千円があったためであります。 

  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果得られた資金は、前事業年度より120,989千円増加し177,129千円となりました。これは主に、株

式上場に際して行った株式発行による収入367,969千円があったためであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社は、法人向けのコンピュータ及び周辺機器の販売を中心に事業を営んでおり、生産状況及び受注状況は記載し

ておりません。 

(1）商品仕入実績 

 当事業年度の商品仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）販売実績 

 当事業年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 収益力を高め、経営体質の強化を図っていくため、当社が対処すべき課題としては以下のものがあります。 

  

(1) 新規顧客の獲得と既存顧客との取引拡大 

 当社は、国内法人顧客を主な取引先としておりますが、未開拓企業も多く、今後一層業容を拡大していくために

は、地域戦略・業種戦略を踏まえた上でターゲットとする企業を明確にし、新規開拓をしてまいります。また、コン

ピュータ販売で開拓した新規顧客の中で優良法人ユーザーを抽出し、ネットワークの構築や設置保守、ヘルプデス

ク、デジタルコンテンツなどの提案を通じて、顧客との取引拡大に努めてまいります。 

  

(2) 新規事業の拡大 

 当社は、主要顧客である法人ユーザーに対して、従来より、アスクル、ヘルプデスク、デジタルコンテンツなど相

乗効果の高い新規事業を展開してまいりました。業容拡大のため事業間の相乗効果は重要であり、今後も効率よく新

規事業を立ち上げ、展開してまいります。 

(3) 人材育成 

 当社の最大の財産は人材であり、優秀な人材の育成は経営基盤の維持、拡大する上で不可欠であります。そのた

め、当社では人材育成を経営の重要課題と位置付け、従来よりＯＪＴや外部機関を活用した階層別研修・専門研修を

行ってまいりました。今後とも、優秀な人材の確保のため、教育研修制度の一層の充実に努めてまいります。 

事業部門別 
当事業年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

前年同期比（％） 

コンピュータ事業（千円） 7,491,945 104.4 

アスクル＆サプライ事業（千円） 898,638 133.9 

サービス＆サポート事業（千円） 455,095 195.8 

合計（千円） 8,845,678 109.4 

事業部門別 
当事業年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

前年同期比（％） 

コンピュータ事業（千円） 8,435,975 103.2 

アスクル＆サプライ事業（千円） 1,033,427 132.6 

サービス＆サポート事業（千円） 730,005 194.6 

合計（千円） 10,199,408 109.3 



４【事業等のリスク】 

  当社の経営成績及び財政状態、財務諸表等に関する事項のうち、当事業年度末現在において、投資家の判断に重要

な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようのものがあります。なお、文中の将来に関する事項は、当事業年

度末現在において当社が判断したものであります。 

  

 (1) コンピュータ販売について 

①価格競争の動向について 

 事業の中心であるコンピュータ販売では、法人、個人とも国内市場は飽和状態にあり、代替需要が中心となっ

ております。商品の低価格化も進んでおり、今後、市場全体（販売台数・販売金額）の伸びは緩やかなものにな

らざるを得ません。そのなかでインターネットの価格比較サイト等による商品価格情報の提供やメーカー直販に

よる低価格販売により、コンピュータ機器の価格に対する競争は激しさを増しています。 

 当社は、売れ筋商品に限定した在庫を保有し仕入れ価格を下げることにより、価格優位性を保ち価格競争に巻

きこまれることのない経営を行っておりますが、今後のコンピュータ業界の動向によっては当社の業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

②事業集中について 

 当社は企業向けの販売を中心にビジネスを展開しており、平成18年12月期売上高10,199百万円のうち、コンピ

ュータ事業が82.7%を占め、法人に対するコンピュータ販売の依存度が高くなっております。リスク分散のため、

アスクル＆サプライ事業、サービス＆サポート事業など新しい事業の柱を育てておりますが、今後のコンピュー

タ事業の動向によっては、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  (2) 情報漏洩について 

 当社では業務に関連して多数の企業情報を保有するとともに、個人情報取扱業者として多数の個人情報を保有

しております。これらの企業情報及び個人情報については、当社の情報管理規程に基づき、万全の管理に努めて

おりますが、予期せぬ事態により情報が漏洩した場合には、当社は損害賠償の責めを負うばかりではなく社会的

信用を失うことになり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  (3) 人材の確保について 

 今後の事業拡大にあたり、優秀な人材の確保は必要不可欠であります。当社では現在、インターネット等の活

用により積極的に展開しておりますが、新しい人材確保の手段として平成18年度より新規卒業者の定期採用を開

始しました。しかし、景気の動向などにより、今後、優秀な人材の確保が難しくなることが予想され、人材確保

が予定通りにいかなかった場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  (4) 株式価値希薄化について 

 当社はストックオプション制度を採用しており、当社取締役、監査役及び使用人に対して新株予約権1,071株相

当、潜在株式を含めたシェア13.8%を付与しております。かかる新株予約権は、使用人等の業績向上に対する意欲

や志気をより一層高めるものでありますが、新株予約権が行使された場合には、１当たりの株式価値が希薄化す

る可能性があります。また、新株予約権により取得した株式が市場で売却された場合は、需給バランスに変動を

生じ、適正な株価形成に影響を及ぼす可能性があります。 

  

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態の分析 

（流動資産） 

  当事業年度末の流動資産の残高は、3,139,491千円（前事業年度末は2,499,871千円）となり、639,620千円増加

いたしました。売上高増加に伴う売掛金の増加に加え、現金及び預金の増加が大きな要因であります。 

  

（固定資産） 

 当事業年度末の固定資産の残高は、235,804千円（前事業年度末は266,264千円）となり、30,459千円減少いた

しました。これは敷金が増加したものの、仕入先に対する保証金が減少したことが大きな要因であります。 

  

（流動負債） 

 当事業年度末の流動負債の残高は、 1,972,159千円（前事業年度末は1,867,438千円）となり104,721千円増加

いたしました。仕入増加に伴う買掛金の増加や未払法人税等の増加及び短期借入金の減少が大きな要因でありま

す。 

  

（固定負債） 

 当事業年度末の固定負債の残高は、294,497千円（前事業年度末は348,487千円）となり、53,990千円減少いた

しました。長期借入金の減少が大きな要因であります。 

  

（純資産）  

 当事業年度末の純資産合計は、558,430千円増加し1,108,640千円となり、自己資本比率は19.9%から32.9%に増

加しました。公募増資に伴い、資本金（前事業年度末比187,000千円増加）ならびに資本準備金（同187,000千円

増加）が増加しました。また、当期純利益を201,574千円計上したことにより、利益剰余金も増加しました。な

お、１株当たりの純資産額は68,901円91銭増加し165,345円31銭となりました。 

  

(2) 当事業年度のキャッシュ・フローの分析 

 当事業年度のキャッシュ・フローの状況は、「第２事業の状況 １業績等の概要（２）キャッシュ・フロー」

に記載のとおりであります。 

  

(3) 経営成績の分析 

（売上高） 

 当事業年度の売上高は、前事業年度を869,148千円（前期比9.3%)上回る10,199,408千円となりました。メイン

のコンピュータ事業は、従来からあった大手企業へのコンピュータ及び周辺機器の販売が好調で、売上高は

8,435,975千円（同3.2%増)となりました。アスクル＆サプライ事業は、既存ユーザーとの稼動推進を図るととも

に、コンピュータ・ユーザーを中心とする新規獲得により、売上高は1,033,427千円（同32.6%増）となりまし

た。サービス＆サポート事業は、既存ユーザーとの安定的な取引の拡大に加え、設置保守・ヘルプデスクにおい

て新規顧客の獲得が進んだ結果、売上高は730,005千円（同94.6%増）となりました。 

  

（売上総利益） 

 当事業年度の売上総利益は、前事業年度を164,558千円（同13.2%）上回る1,407,100千円を確保しました。これ

は、前事業年度に比べメインのパソコン事業において売上総利益率が向上したこと、またアスクル＆サプライ事

業とサービス＆サポート事業が大きく伸びたことが要因です。 

（販売費及び一般管理費） 

 当事業年度の販売費及び一般管理費は、前事業年度に比べ69,617千円（同7.1%）増加し1,053,059千円となりま

した。これは人員増強を図るとともに、売上高増加に伴う販売費及び一般管理費の増加が大きな要因でありま

す。 

（営業利益） 

 当事業年度の営業利益は、前事業年度に比べ94,940千円（同36.6%）増加し354,040千円となりました。これは

売上総利益の増加率（同13.2%）が販売費及び一般管理費の増加率（同7.1%）を上回ったためであります。 



（営業外損益及び経常利益） 

 当事業年度の営業外損益は、営業外収益が受取配当金や受取利息等で2,514千円、営業外費用は支払利息、株式

公開関連費用等で47,064千円となりました。また、経常利益は、前事業年度に比べ59,280千円（同23.7％）増加

し309,489千円となりました。その主な要因は営業利益の増加によるものであります。 

（特別損益） 

 当事業年度の特別利益は、保険解約返戻益で49,650千円となりました。特別損失はありません。 

（当期純利益） 

 前事業年度に比べ税金費用が増加したものの、販売好調による利益増加に支えられ、当事業年度の当期純利益

は前事業年度に比べ61,515千円（同43.9％）増の201,574千円となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当事業年度においては、サーバ更新のため、4,366千円の設備投資を行いました。 

なお、当事業年度において、重要な設備の除却及び売却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社は東京都内に本社の他、営業所を有しております。 

 （注）１ 金額には消費税等は含んでおりません。 

２ 本社及び営業所は賃借しております。年間賃借料（共益費等含む）は、本社が57,945千円、営業所が14,220

千円であります。 

３ 従業員数は当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます。人材派遣会社からの派遣

社員及び臨時雇用者数（アルバイト）は除きます。 

４ リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

  

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 該当事項はありません。 

  平成18年12月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数
（人） 建物 

（千円） 

工具器具及
び備品 
（千円） 

ソフトウェ
ア（千円） 

合計 
（千円） 

本社 

（東京都千代田区） 
事務所、倉庫、店舗 251 4,586 12,814 17,652 70 

営業所 

（東京都千代田区） 
営業施設  - -  -   - 61 

名称 
数量 

（台） 

リース期間 

（年） 

年間リース料 

（千円） 

リース契約残高 

（千円） 

 事務用関連機器等 一式 4 4,309 16,877 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 22,000 

計 22,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年３月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 6,705 6,705 ジャスダック証券取引所 － 

計 6,705 6,705 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成17年12月21日臨時株主総会決議に基づく平成18年１月12日取締役会決議 

 （注）１ 新株予約権発行後下記の各事由が生じたときは、下記の各算式により調整された行使価額に各新株予約権の

目的たる株式の数を乗じた額とする。なお、調整後の行使価額は、１円未満の端数を切り上げる。 

当社が株式分割または株式併合を行う場合 

また、当社が時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合及

び当社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く）する場合、または、当社が時価を下回る価額

で自己株式を処分する場合（以下の算式において、新規発行には処分も含むものとし、その場合の１株当た

り払込金額は１株当たり処分価額と読み替えるものとする） 

なお、算式中の既発行株式数には当社が保有する自己株式の数を含まない。 

２ 平成18年１月12日開催の取締役会にて決議しております。 

３ 新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。 

(1) 新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という）は、権利行使時においても、当社また

は当社子会社の取締役、監査役および使用人の地位にあることを要するものとする。ただし、任期満了によ

る退任、定年退職、会社都合による退任・退職、業務上の疾病に起因する退職の場合は地位喪失後24ヶ月以

内（ただし、権利行使期間内に限る）または権利行使期間開始の日より24ヶ月以内のいずれかの期間内に限

り権利行使をなしうるものとする。ただし、取締役会決議においてその他正当な理由が存すると認めた場合

にはこの限りではない。 

(2) 新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとする。ただし、取締役会決議におい

て正当な理由が存すると認めた場合にはこの限りではない。 

(3) その他の行使の条件については、本株主総会決議および新株予約権発行にかかる取締役会決議に基づき、

別途当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

４ 新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、退職によって権利を喪失したことにより消却した数

を控除しております。  

  
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数 1,071個（注）４ 1,066個（注）４ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －  －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同 左 

新株予約権の目的となる株式の数 1,071株（注）４ 1,066株（注）４ 

新株予約権の行使時の払込金額 230,000円（注）１  同 左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年12月22日 

至 平成27年12月21日 

  

同 左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額 

発行価格  230,000円 

資本組入額 115,000円

（注）２ 

  

同 左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同 左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡する場合

には、取締役会の承認を要

する。 

同 左 

代用払込みに関する事項 －  －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項         － （注）５        － （注）５ 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
調整前行使価額 

既発行株式数＋新規発行株式数 



        ５ 当社が完全子会社となる株式交換または株式移転の際の承継は以下のとおりです。 

(1) 当社が完全子会社となる株式交換または株式移転（以下、「当該株式交換等」という）を行うときは、新

株予約権にかかる義務を、当該株式交換等により完全親会社となる会社に承継させる。ただし、株式交換  

契約書または当該株式移転にかかる株主総会決議において下記(2)に定める方針に沿った内容の定めがな 

された場合に限る。 

(2) 承継される新株予約権の内容の決定方針 

      ①目的たる完全親会社の株式の種類  

              完全親会社が当該株式交換等に伴い発行する株式と同種類の株式 

      ②目的たる完全親会社の株式の数  

              当該株式交換等の比率に応じて調整するものとし、調整後１株未満の端数は切り捨てる。 

      ③権利行使に際して払込むべき額  

              承継前における価額と同額 

      ④権利行使期間  

              承継前における権利行使期間に同じ 

      ⑤その他の権利行使の条件  

              原則として承継前における権利行使の条件と同じとし、詳細については当該株式交換等の際に当社の 

              取締役会において定めるものとする。 

      ⑥消却事由および消却条件  

       原則として承継前における消却事由・消却条件と同じとし、詳細については当該株式交換等の際に当社の

        取締役会において定めるものとする。 

      ⑦新株予約権の譲渡制限  

       完全親会社の取締役会の承認を要するものとする。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

         該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 新株引受権の行使による増加であります。 

２ 株式分割（１：５）によるものであります。 

３ 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格  374,000円 

資本組入額 187,000円 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成15年４月１日～ 

平成15年12月31日 

（注）１ 

560 1,141 14,000 63,865 14,000 14,000 

平成17年12月5日 

（注）２ 
4,564 5,705 － 63,865 － 14,000 

平成18年 9月27日 

（注）３ 
1,000 6,705 187,000 250,865 187,000 201,000 



(5）【所有者別状況】 

(6）【大株主の状況】 

 （注）前事業年度末現在主要株主であった遠藤孝は、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。 

  

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  平成18年12月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 3 9 4 2 － 277 295 － 

所有株式数

（株） 
－ 195 91 368 203 － 5,848 6,705 － 

所有株式数の

割合（％） 
－ 2.91 1.36 5.49 3.03 － 87.21 100.00 － 

  平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

関根 俊一  東京都豊島区 2,010 29.98 

玉田 宏一   千葉市中央区 1,160 17.30 

遠藤 孝  東京都八王子市 640 9.55 

石原 達弓  横浜市青葉区 375 5.59 

ハイパーコンセプション従業員

持株会 

 東京都千代田区外神田1丁目11-5 

 スーパービルディング 
290 4.33 

大津 賢治郎  愛知県瀬戸市 200 2.98 

オー・エイ・エス株式会社   東京都千代田区岩本町2丁目3-3 200 2.98 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
 東京都港区浜松町2丁目11-3  150 2.24 

株式会社庚伸  
 東京都中央区八丁堀2丁目26-9 

 グランデビルディング３Ｆ 
150 2.24 

白戸 孝子  埼玉県越谷市 140 2.09 

計 － 5,315 79.27 

  平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式6,705 6,705 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 6,705 － － 

総株主の議決権 － 6,705 － 



②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

 当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法により、当社取締

役、監査役及び使用人に対して付与することを、平成17年12月21日の臨時株主総会において決議されたものであ

ります。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

 （注） 平成18年１月12日開催の取締役会にて決議しております。なお、付与対象者は新株予約権割当契約締結後、使

用人の退職により、当事業年度末現在において、取締役５名、監査役２名及び使用人102名、また株式の数は

1,071株となっております。 

  平成18年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

決議年月日 平成17年12月21日 

付与対象者の区分及び人数 取締役５名、監査役２名及び使用人116名（注） 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 1,100株(注） 

新株予約権の行使時の払込金額 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項  同上 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  同上 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

  

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 該当事項はありません。 



３【配当政策】 

 当社は、株主に対して業績に対応した利益還元を行うことを基本方針としており、配当に関しましては、将来の経

営環境の変化に対応していくため、積極的な事業展開や企業体質の強化に必要な内部留保の充実などを勘案して総合

的に決定する方針であります。 

 当社は、期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の決定機関

は、期末配当につきましては株主総会であります。なお、中間配当を行う場合につきましては取締役会であります。

 当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき当期は１株当たり6,100円の配当を実施することを決定しま

した。この結果、当事業年度の配当性向は18.1%となりました。内部留保金につきましては、今後の事業展開のため

に活用してまいります。 

  当社は、「取締役会の決議により、毎年６月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１  最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

なお、平成18年９月28日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

     ２  第14期は平成15年４月１日から平成15年12月31日までの９ヶ月決算であります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）  最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

なお、平成18年９月28日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

決議年月日 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額 

（円） 

 平成19年３月29日 

定時株主総会決議 
40,900 6,100 

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

最高（円） － － － － － 895,000 

最低（円） － － － － － 336,000 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） － － 895,000 603,000 446,000 435,000 

最低（円） － － 629,000 394,000 336,000 367,000 



５【役員の状況】 

（注）１ 平成18年６月30日開催の臨時株主総会より１年９ヶ月間。 

（注）２ 平成19年３月29日開催の定時株主総会より４年間。 

（注）３ 平成18年６月30日開催の臨時株主総会より３年９ヶ月間。 

（注）    常勤監査役 國廣賴士及び降旗國臣、監査役 若林和子は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期  
所有株式数
（株） 

取締役社長

（代表取締

役） 

－ 関根 俊一 昭和37年９月７日生

昭和61年４月 新日本工販株式会社（現株式会社

フォーバル）入社 

平成２年５月 当社設立 取締役 

平成３年５月 取締役社長（現任） 

 （注）１ 2,010 

常務取締役 

アスクル・サ

プライ部長 

（第一営業

部、第二営業

部、ハイパー

ファクトリー

営業部、特販

部、アスク

ル・サプライ

部、ＭＣ営業

部、営業企画

部担当） 

玉田 宏一 昭和39年２月26日生

昭和61年４月 新日本工販株式会社（現株式会社

フォーバル）入社 

平成４年１月 当社入社 

平成４年４月 取締役 

平成８年４月 常務取締役（現任） 

平成19年１月 アスクル・サプライ部長（第一営

業部、第二営業部、ハイパーファ

クトリー営業部、特販部、アスク

ル・サプライ部、ＭＣ営業部、営

業企画部担当）（現任）   

 （注）１ 1,160 

取締役 経理部長 白戸 孝子 昭和27年５月14日生

昭和46年４月 株式会社富士銀行（現株式会社み

ずほ銀行）入行 

昭和60年１月 西村好司会計士事務所入所 

平成２年12月 木村刃物製造株式会社入社 

平成６年11月 当社入社 

平成９年６月 取締役（現任） 

平成17年10月 経理部長（現任） 

 （注）１ 140 

取締役 

経営企画室長 

（経営企画

室、総務部担

当） 

 遠藤 孝 昭和38年１月７日生

昭和61年４月 新日本工販株式会社（現株式会社

フォーバル）入社 

平成３年５月 当社入社 

平成４年１月 取締役（現任） 

平成19年１月 経営企画室長（経営企画室、総務

部担当）（現任） 

 （注）１ 640 

常勤監査役  － 國廣 賴士  昭和10年１月29日生

昭和34年４月 株式会社富士通ゼネラル入社 

平成10年１月 ダイワボウ情報システム株式会社

入社 

平成19年３月 当社常勤監査役（現任） 

 （注）２ － 

常勤監査役 － 降旗 國臣 昭和13年１月11日生

昭和31年３月 有限会社大和工業（現セイコーエ

プソン株式会社）入社 

平成４年６月 エプソン販売株式会社取締役 

平成６年６月 同社常務取締役 

平成10年６月 同社代表取締役社長 

平成16年９月 当社常勤監査役（現任） 

 （注）３ － 

監査役 － 若林 和子 昭和28年12月11日生

昭和51年11月 中央監査法人（現みすず監査法

人）入社 

昭和62年２月 株式会社マネジメントクリニック

（現みなとアドバイザーズ株式会

社）設立 代表取締役（現任） 

昭和63年１月 若林・中川公認会計士事務所（現

みなと公認会計士事務所）設立 

代表（現任） 

平成12年９月 当社監査役（現任） 

 （注）３ － 

        計   3,950 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社では、社会的責任及び株主を重視した経営が企業としての使命と認識し、これにより企業価値の向上を図

っていく所存であります。従来より社内諸規程及び業務フローの整備を通じて内部管理体制を強化してまいりま

したが、経営執行の公正性・透明性をはかるなど内部牽制機能の一層の強化が必要であると考えております。こ

のような観点から、迅速かつ的確な意思決定を行い、透明性の高い経営体制の構築に取り組んでおり、コンプラ

イアンスについても、経営陣のみならず全従業員がその重要性を認識し、実践していくことが肝要であると考え

ております。 

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 当社は監査役制度を採用しており、平成18年12月末において、取締役は５名、監査役は２名であります。 

（取締役会） 

 取締役会は、常勤取締役５名で構成され、毎月１回、定時取締役会を開催する他、必要に応じて臨時取締役会

を開催し、活発な議論を通じてコーポレート・ガバナンスに留意した経営上の意思決定を行っております。ま

た、当社では社外取締役は選任しておりません。 

（経営会議） 

 経営会議は、常勤取締役５名と常勤監査役１名で構成され、毎週１回、取締役会付議事項の原案策定や人事・

組織等に関する稟議案件の審査、リスク対応策の検討等会社運営における重要事項の検討を行っております。 

（監査役監査） 

 監査役は常勤監査役１名、非常勤監査役１名の２名体制です。各監査役は職務分担のもと、監査計画に従い、

毎月開催される定時取締役会及び必要な都度開催される臨時取締役会に出席するほか、随時、経営会議への出

席、資料の閲覧、取締役社長との定例会合、取締役との意見交換、関係者へのヒアリング、実地調査等を行うこ

とにより、取締役の職務執行について厳正な監査を行っております。また、監査法人や内部監査室と定期的に意

見交換を行うとともに、監査役間の情報の共有に努めております。当社の監査役２名はいずれも社外監査役であ

ります。 

 監査役と提出会社との関係 

降旗國臣  新株予約権15株相当の付与を除き、人的関係、資本的関係、取引関係、その他の特別な利害関

係はありません。 

若林和子  新株予約権15株相当の付与を除き、人的関係、資本的関係、取引関係、その他の特別な利害関

係はありません。 

  

（内部監査） 

 内部統制システムとしては、内部管理体制の強化を目的として、組織の見直しに加え社内諸規程の整備や社長

直轄の内部監査室（内部監査室長１名体制）の設置などを行い、組織的な業務運営を行える体制を構築しており

ます。特に、内部監査については、監査役や監査法人との連携のもとに定期的に内部統制の状況等について意見

交換を行い、計画的に業務監査あるいは臨時の監査を実施することで、内部管理体制構築のための一助となって

おります。  



（監査法人） 

 会計監査は、新日本監査法人と監査契約を締結し、定期的な監査の他、会計上の課題については随時指導を受

け、適正な会計処理に努めております。 

 

 業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数 

 （注） 継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与するこ

とのないよう措置をとっております。 

  

  監査業務に係る補助者の構成 

  公認会計士 ３名   会計士補 １名 

 （その他） 

 日常業務においては、稟議制度の適切な運用により、独断や権限外の決裁の防止を図っております。 

 当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制体制の図式は次の通りであります。 

  

(3）リスク管理体制の整備の状況 

 当社が抱えるリスク状況につきましては、経営会議にて常に検討事項とし、現状の把握をもとに、対応策の検

討、管理の強化を図っております。 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 

指定社員 

業務執行社員 

柿 塚 正 勝 
新日本監査法人 

神 谷 和 彦 



(4) 役員報酬の内容 

 （平成18年12月期） 

(5) 監査報酬の内容 

 （平成18年12月期） 

 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 

   (6) 取締役の定数 

     当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。 

   

   (7) 取締役の選任及び解任の決議要件 

     当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株 

   主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

    また、解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、その 

   議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。 

  

    (8) 株主総会の特別決議要件    

    当社は、会社法309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の 

  議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま 

  す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

  とするものであります。      

取締役に支払った報酬 71,760千円

監査役に支払った報酬 4,800千円

計 76,560千円

    8,000千円



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）及

び当事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受

けております。 

 なお、前事業年度に係る監査報告書は、平成18年８月24日提出の有価証券届出書に添付されたものによっておりま

す。 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  1,129,930 1,378,225 

２．受取手形 ※２ 159,810 140,467 

３．売掛金  993,910 1,329,889 

４．商品  175,370 228,741 

５．貯蔵品  677 244 

６．前渡金  782 5,150 

７．前払費用  23,873 16,156 

８．繰延税金資産  16,669 16,530 

９．その他  3,792 25,555 

貸倒引当金  △4,946 △1,470 

流動資産合計  2,499,871 90.4 3,139,491 93.0

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

(1）建物  1,510 1,510   

減価償却累計額  △1,226 284 △1,258 251 

(2）車両運搬具  8,583 －   

減価償却累計額  △4,713 3,870 － － 

(3）工具器具及び備品  7,823 12,190   

減価償却累計額  △5,172 2,650 △7,604 4,586 

有形固定資産合計  6,805 0.3 4,837 0.2

２．無形固定資産    

(1）ソフトウェア  16,576 12,814 

(2）その他  1,273 1,273 

無形固定資産合計  17,850 0.6 14,088 0.4

 



   
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券  47,211 54,619 

(2）出資金  10,000 10,000 

(3）従業員長期貸付金  985 484 

(4）破産債権、再生債
権、更生債権その他
これらに準ずる債権 

 373 17,744 

(5) 長期前払費用   － 4,680 

(6）敷金  36,259 54,280 

(7）保証金  118,606 58,008 

(8）保険積立金  28,419 － 

(9) その他   － 31,840 

貸倒引当金  △248 △14,779 

投資その他の資産合計  241,608 8.7 216,878 6.4

固定資産合計  266,264 9.6 235,804 7.0

資産合計  2,766,135 100.0 3,375,296 100.0 

     
 



   
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  1,041,799 1,222,328 

２．短期借入金  100,000 － 

３．一年内返済予定長期借
入金 

 535,520 535,660 

４．未払金  57,211 48,347 

５．未払費用  22,848 25,784 

６．未払法人税等  75,277 108,417 

７．前受金  10,207 4,655 

８．預り金  6,575 7,934 

９．賞与引当金  18,000 19,032 

流動負債合計  1,867,438 67.5 1,972,159 58.4

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金  338,820 286,790 

２．繰延税金負債  9,667 7,707 

固定負債合計  348,487 12.6 294,497 8.7

負債合計  2,215,925 80.1 2,266,656 67.1

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※１ 63,865 2.3 － －

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  14,000 －   

資本剰余金合計  14,000 0.5 － －

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  2,607 －   

２．当期未処分利益  456,413 －   

利益剰余金合計  459,021 16.6 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 13,323 0.5 － －

資本合計  550,209 19.9 － －

負債・資本合計  2,766,135 100.0 － － 

     
 



   
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１．資本金  － － 250,865 7.4

２．資本剰余金    

(1）資本準備金  － 201,000   

資本剰余金合計  － － 201,000 6.0

３．利益剰余金    

(1）利益準備金  － 2,607   

(2）その他利益剰余金    

繰越利益剰余金  － 638,591   

利益剰余金合計  － － 641,199 19.0

株主資本合計  － － 1,093,064 32.4

Ⅱ 評価・換算差額等    

１．その他有価証券評価差
額金 

 － － 15,576 0.5

評価・換算差額等合計  － － 15,576 0.5

純資産合計  － － 1,108,640 32.9

負債純資産合計  － － 3,375,296 100.0 

     



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 9,330,259 100.0 10,199,408 100.0 

Ⅱ 売上原価   

１．商品期首たな卸高 180,572 175,370   

２．当期商品仕入高 8,082,514 8,845,678   

合計 8,263,087 9,021,049   

３．商品期末たな卸高 175,370 8,087,717 86.7 228,741 8,792,307 86.2

売上総利益 1,242,542 13.3 1,407,100 13.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 983,442 10.5 1,053,059 10.3

営業利益 259,099 2.8 354,040 3.5

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息 591 869   

２．受取配当金 745 988   

３．受取手数料   － 340   

４．投資有価証券売却益 220 －   

５．その他 142 1,699 0.0 316 2,514 0.0

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息 10,210 9,648   

２．株式交付費償却  － 6,030   

３．貸倒引当金繰入額  － 8,484   

４．株式公開関連費用  － 19,553   

５．その他 378 10,589 0.1 3,348 47,064 0.5

経常利益 250,209 2.7 309,489 3.0

Ⅵ 特別利益   

１．保険解約返戻益 － － － 49,650 49,650 0.5

税引前当期純利益 250,209 2.7 359,140 3.5

法人税、住民税及び事
業税 

115,306 160,405   

法人税等調整額 △5,155 110,151 1.2 △2,839 157,565 1.5

当期純利益 140,058 1.5 201,574 2.0

前期繰越利益 316,355 － 

当期未処分利益 456,413 － 

    



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

   利益処分計算書 

  株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 （注）平成18年３月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成18年３月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益 456,413 

Ⅱ 利益処分額 

１．配当金 19,397 19,397 

Ⅲ 次期繰越利益 437,016 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 

資本剰余金 
合計 

利益準備金 

 その他利益
剰余金 利益剰余金 

合計 
繰越利益 
剰余金 

平成17年12月31日 残高 
（千円） 

63,865 14,000 14,000 2,607 456,413 459,021 536,886

事業年度中の変動額      

新株の発行 187,000 187,000 187,000   374,000

剰余金の配当（注）    △19,397 △19,397 △19,397

当期純利益    201,574 201,574 201,574

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

     

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

187,000 187,000 187,000 － 182,177 182,177 556,177

平成18年12月31日 残高 
（千円） 

250,865 201,000 201,000 2,607 638,591 641,199 1,093,064

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成17年12月31日 残高 
（千円） 

13,323 13,323 550,209

事業年度中の変動額 

新株の発行 374,000

剰余金の配当（注） △19,397

当期純利益 201,574

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

2,252 2,252 2,252

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

2,252 2,252 558,430

平成18年12月31日 残高 
（千円） 

15,576 15,576 1,108,640



④【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

税引前当期純利益  250,209 359,140

減価償却費  8,817 8,890

長期前払費用の償却額  － 720

貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

 377 11,055

賞与引当金の増減額
（減少：△） 

 9,150 1,032

受取利息及び受取配当
金 

 △1,337 △1,857

支払利息  10,210 9,648

株式交付費償却   － 6,030

株式公開関連費用   － 19,553

保険解約返戻益  － △49,650

売上債権の増減額（増
加：△） 

 △181,861 △334,007

たな卸資産の増減額
（増加：△） 

 4,728 △52,938

仕入債務の増減額（減
少：△） 

 106,562 180,529

未払金の増減額（減
少：△） 

 28,749 △8,864

その他  3,781 △19,246

小計  239,388 130,034

利息及び配当金の受取
額 

 1,337 1,857

保険解約返戻収入  － 57,204

利息の支払額  △10,138 △9,483

法人税等の支払額  △83,733 △132,643

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 146,853 46,970

 



   
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

定期預金等の預入によ
る支出 

 △185,009 △387,005

定期預金等の払戻によ
る収入 

 227,010 168,000

有形固定資産の取得に
よる支出 

 － △4,366

有形固定資産の売却に
よる収入 

 － 3,390

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △1,338 △2,150

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △3,879 △4,136

投資有価証券の売却に
よる収入 

 2,970 －

敷金・保証金の支払に
よる支出 

 △53,612 △28,286

敷金・保証金の回収に
よる収入 

 5,843 64,643

その他  1,898 △4,898

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △6,117 △194,809

 



   
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

短期借入金の増減額
（減少：△） 

 － △100,000

長期借入れによる収入  800,000 700,000

長期借入金の返済によ
る支出 

 △735,188 △751,890

配当金の支払額  △8,671 △19,397

株式の発行による収入   － 367,969

株式公開関連費用の支
出額 

 － △19,553

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 56,140 177,129

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
減額（減少：△） 

 196,877 29,290

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 825,547 1,022,424

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※ 1,022,424 1,051,714

    



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

(1）その他有価証券 

時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用してお

ります。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 

……移動平均法による原価法を採用して

おります。 

商品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

(1）有形固定資産 

  定率法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 車両運搬具       ６年 

工具器具及び備品  ４～６年 

  工具器具及び備品  ４～６年 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

４．繰延資産の処理方法   

      ──────── 

  

(1) 株式交付費  

  支出時に全額費用として処理してお

ります。 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

６．リース取引の処理方法   

     ──────── 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。  

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

 



会計処理方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）  

         ────────  当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用しております。  

  従来の資本の部の合計に相当する金額は1,108,640千円

であります。 

  なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。 



表示方法の変更 

追加情報 

前事業年度 
（平成17年12月31日） 

当事業年度 
（平成18年12月31日） 

（貸借対照表） 

  

         ────────  

（貸借対照表） 

 前期において区分掲記しておりました「保険積立金」

は資産の総額の100分の１以下となったため、投資その他

の資産の「その他」に含めて表示することに変更いたし

ました。 

 なお、当期末の「保険積立金」は31,840千円でありま

す。 

（キャッシュ・フロー計算書） 

 前期において営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めておりました「未払金の増減額（減

少：△）」は重要性が増したため、当期において区分掲

記することに変更いたしました。 

 なお、前期の営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めておりました「未払金の増減額（減

少：△）」は10,330千円であります。 

（キャッシュ・フロー計算書） 

  

         ──────── 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

           

          ──────── 

（外形標準課税制度の適用）  

  平成18年９月27日に公募増資を実施し資本金が増加した

ことにより、当事業年度から外形標準課税制度を適用して

おります 

  これに伴い、当事業年度から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第12号 平成16

年２月13日）に従い、法人事業税の付加価値割及び資本割

については、販売費及び一般管理費に計上しておりま

す。  

  この結果、販売費及び一般管理費は5,377千円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は同額減少して

おります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成17年12月31日） 

当事業年度 
（平成18年12月31日） 

※１．授権株式数及び発行済株式総数 ※１．      ──────── 

授権株式数 普通株式 10,000株

発行済株式総数 普通株式 5,705株

    

    

※２．期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。 

 なお、当期末日が金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が期末残高に含まれておりま

す。 

※２．期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。 

 なお、当期末日が金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が期末残高に含まれておりま

す。 

受取手形 14,897千円 受取手形 12,335千円

 ３．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は13,323千円

であります。 

 ３．            ──────── 

        

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は54.9％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は45.1％

であります。 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は61.2％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は38.8％

であります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。  主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 88,200千円

給料手当 372,577 

法定福利費 54,884 

賞与引当金繰入額 18,000 

支払手数料 62,124 

販売手数料 58,030 

減価償却費 8,817 

地代家賃 68,488 

貸倒引当金繰入額 377 

役員報酬 76,560千円

給料手当 428,880 

法定福利費 64,215 

賞与引当金繰入額 19,032 

販売手数料 68,923 

減価償却費 8,890 

地代家賃 73,005 

貸倒引当金繰入額 2,776 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （注）発行済株式の総数の増加は、一般募集により、1,000株の新株発行（払込期日：平成18年９月27日）を実施したこ

とによる増加分であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前事業年度末株式 
数（株） 

当事業年度増加株 
式数（株） 

当事業年度減少株 
式数（株） 

当事業年度末株式 
数（株） 

発行済株式         

普通株式 （注） 5,705 1,000  － 6,705 

 合計  5,705  1,000  －  6,705 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月30日 

定時株主総会 
普通株式 19,397  3,400  平成17年12月31日 平成18年４月７日

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 40,900   利益剰余金 6,100  平成18年12月31日 平成19年３月30日

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成17年12月31日現在） （平成18年12月31日現在） 

（千円） （千円） 

現金及び預金勘定 1,129,930

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金等 
△107,506

現金及び現金同等物 1,022,424

現金及び預金勘定 1,378,225

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金等 
△326,511

現金及び現金同等物 1,051,714



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 事業内容に照らして重要性の乏しいリース取引で、リ

ース契約１件当たりの金額が少額なもののため、財務諸

表等規則第８条の６第６項の規定により記載を省略して

おります。 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

  

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具及び備
品  

15,735 327 15,408 

合計 15,735 327 15,408 

 (2）未経過リース料期末残高相当額 

 

  

１年内  3,684千円 

１年超 11,751千円  

合計  15,436千円 

 (3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

 支払リース料  359千円 

減価償却費相当額  327千円  

支払利息相当額  59千円  

 (4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

  (5）利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年12月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

  (1）株式 19,270 42,261 22,990 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

  小計 19,270 42,261 22,990 

  (1）株式 － － － 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

  小計 － － － 

合計 19,270 42,261 22,990 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 4,950 



当事業年度（平成18年12月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）及び当事業年度（自平成18年１月１日 至平成18年12

月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

前事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）及び当事業年度（自平成18年１月１日 至平成18年12

月31日） 

 当社には退職給付制度がないため、該当事項はありません。 

  種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

  (1）株式 23,406 49,669 26,262 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

  小計 23,406 49,669 26,262 

  (1）株式 － － － 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

  小計 － － － 

合計 23,406 49,669 26,262 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 4,950 



（ストック・オプション等関係） 

当事業年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算して記載しております。 

  

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

  
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 取締役５名、監査役２名 及び使用人116名 

ストック・オプション数（注） 普通株式   1,100株 

付与日 平成18年１月20日 

権利確定条件 
 権利行使時に当社または当社子会社の取締役、監査役及び使用人の地位にある

こと 

対象勤務期間  平成18年１月20日から 平成19年12月21日まで 

権利行使期間  平成19年12月22日から 平成27年12月21日まで 

 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前事業年度末 － 

付与 1,100 

失効 29 

権利確定 － 

未確定残 1,071 

権利確定後      （株）   

前事業年度末 － 

権利確定 － 

権利行使 － 

失効 － 

未行使残 － 

 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 230,000 

行使時平均株価     （円） － 

公正な評価単価（付与日）（円） － 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

前事業年度 
（平成17年12月31日） 

当事業年度 
（平成18年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 (千円)

未払事業税否認 6,876 

未払事業所税否認 868 

賞与引当金繰入超過額 7,569 

貸倒損失否認 1,261 

その他 745 

繰延税金資産計 17,321 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △9,667 

その他 △651 

繰延税金負債計 △10,318 

繰延税金資産の純額 7,002 

繰延税金資産 (千円)

貸倒引当金繰入限度超過額 2,979 

未払事業税否認 7,802 

未払事業所税否認 919 

賞与引当金繰入限度超過額 7,744 

その他 807 

繰延税金資産計 20,252 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △10,686 

その他 △743 

繰延税金負債計 △11,429 

繰延税金資産の純額 8,823 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため注記を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

 法定実効税率  40.69％

 （調整）  

  交際費等永久に損金に算入されない項目 0.99％

  同族会社の留保金課税 2.10％

  その他  0.09％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率  43.87％

   

３．       ────────  

  

３．法定実効税率の変更  

 当事業年度において資本金が１億円を超えたことに

伴い、外形標準課税が適用されるため、当事業年度の

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定

実効税率は、前事業年度の42.05％から40.69％へ変更

しております。 

 なお、この変更による影響は軽微であります。 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 該当事項はありません。 同左 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

 （注） 上記(1)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 仕入債務の一部につき連帯保証を受けており、取引金額は平成17年12月末残高であります。なお、保証料

の支払は行っておりません。 

２ 商品の販売については市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

３ ㈱マネジメントクリニックは平成17年10月にみなとアドバイザーズ㈱に社名変更しております。 

当事業年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

  該当事項はありません。 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及び

個人主要

株主 

関根俊一 － － 
当社の取

締役社長 

（被所有） 

直接 37.4 
－ － 

仕入債務の被

保証（注）１ 
95,371 － － 

役員 若林和子 － － 

当社の監

査役およ

びみなと

アドバイ

ザーズ㈱

代表取締

役 

（注）３ 

なし － － 

みなとアドバ

イザーズ㈱へ

の商品の販売 

（注）２ 

2,058 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 96,443円40銭

１株当たり当期純利益金額 24,550円20銭

１株当たり純資産額 165,345円31銭

１株当たり当期純利益金額 33,775円92銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額  
33,055円87銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

 当社は、平成17年12月５日付で株式１株につき５株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

         ────────  

  

１株当たり純資産額 71,823円20銭

１株当たり当期純利益金額 17,796円01銭

   

   

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

  
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益（千円） 140,058 201,574 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

 普通株式に係る当期純利益（千円） 140,058 201,574 

 普通株式の期中平均株式数（株） 5,705 5,968 

      

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（千円） － － 

 普通株式増加数（株） － 130 

  （うち新株予約権（株）） (－) (130) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

 －  － 



（重要な後発事象） 

前事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

株主以外の者に対して特に有利な条件で発行した新株予約権について 

 平成17年12月21日開催の臨時株主総会決議に基づき、平成18年１月12日開催の取締役会において、下記のと

おり新株予約権を発行しております。 

平成18年１月12日開催の取締役会決議概要（平成18年１月20日発行） 

(1）新株予約権の数 

1,100個（発行時の新株予約権１個につき普通株式１株） 

(2）新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

普通株式1,100株 

(3）新株予約権の発行価額 

無償 

(4）新株予約権の行使期間 

平成19年12月22日から平成27年12月21日まで 

(5）新株予約権の行使時の払込金額 

１株当たり払込金額230,000円とする。 

(6）新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という）は、権利行使時においても、当社

または当社子会社の取締役、監査役および使用人の地位にあることを要するものとする。ただし、任期

満了による退任、定年退職、会社都合による退任・退職、業務上の疾病に起因する退職の場合は地位喪

失後24ヶ月以内（ただし、権利行使期間内に限る）または権利行使期間開始の日より24ヶ月以内のいず

れかの期間内に限り権利行使をなしうるものとする。ただし、取締役会決議においてその他正当な理由

が存すると認めた場合にはこの限りではない。 

② 新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとする。ただし、取締役会決議に

おいて正当な理由が存すると認めた場合にはこの限りではない。 

③ その他の行使の条件については、株主総会決議および本取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約

権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

(7）新株予約権の消却の事由及び条件 

① 当社が消滅会社となる合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換契約書、または当社が分割会社

となる会社分割についての分割計画書・分割契約書について株主総会の承認（株主総会の承認を要しな

い会社分割の場合は取締役会決議）がなされたとき、ならびに株式移転の議案につき株主総会の決議が

なされたときは、新株予約権を無償にて消却することができる。 

② 新株予約権者が、(6)①に定める規定に基づく新株予約権の行使の条件を満たさず、新株予約権を行

使できなくなった場合もしくは新株予約権者が死亡した場合は、当社はその新株予約権を無償で消却す

ることができる。 

③ その他の消却事由および消却条件については、株主総会決議および本取締役会決議に基づき、別途当

社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

(8）有利な条件の内容 

 新株予約権を当社取締役、監査役及び使用人に対して無償で発行した。 

(9）新株予約権の譲渡制限 

 新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要するものとする。 



(10）割当てを受けた特定使用人等以外の者の氏名又は名称並びに割当てを受けた新株予約権の数 

① 取締役 

② 監査役 

(11）割当てを受けた特定使用人等の氏名及び割当てを受けた新株予約権の数（上位10名） 

(12）特定使用人等に対し発行した新株予約権の状況 

地位又は職業等 氏名 新株予約権の数 

当社取締役社長（代表取締役） 関 根 俊 一 80個 

当社常務取締役 玉 田 宏 一 80個 

当社取締役 遠 藤   孝 69個 

当社常務取締役 石 原 達 弓 55個 

当社取締役 白 戸 孝 子 55個 

地位又は職業等 氏名 新株予約権の数 

当社監査役（常勤） 降 旗 國 臣 15個 

当社監査役 若 林 和 子 15個 

区分 氏名 新株予約権の数 

当社使用人 松 村 雅 浩 40個 

当社使用人 江 守 裕 樹 38個 

当社使用人 小野寺 恵 一 38個 

当社使用人 関   智 之 36個 

当社使用人 石 井 俊 朗 36個 

当社使用人 沼 澤 宏 幸 30個 

当社使用人 丸 田 純 子 30個 

当社使用人 森 井 雅 紀 22個 

当社使用人 望 月 真貴子 20個 

当社使用人 洞 口 貴 司 20個 

区分 当社の使用人 

新株予約権の数 731個 

目的となる株式の種類 普通株式 

目的となる株式の数 731株 

付与した者の総数 116名 



当事業年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

該当事項はありません。 

  



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

キヤノンマーケティングジャパン㈱ 18,361 49,669 

㈱庚伸 30 4,950 

計 18,391 54,619 



【有形固定資産等明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりで

あります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」のうち、4,911千円は洗替によるものであり、77千円は回収分による

ものであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 1,510 － － 1,510 1,258 32 251 

車両運搬具 8,583 － 8,583 － － 514 － 

工具器具及び備品 7,823 4,366 － 12,190 7,604 2,431 4,586 

有形固定資産計 17,917 4,366 8,583 13,700 8,863 2,978 4,837 

無形固定資産               

ソフトウェア 28,728 2,150 － 30,878 18,063 5,912 12,814 

その他 1,273 － － 1,273 － － 1,273 

無形固定資産計 30,001 2,150 － 32,151 18,063 5,912 14,088 

長期前払費用 － 5,400 － 5,400 720 720 4,680 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 100,000 － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 535,520 535,660 0.80 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 338,820 286,790 0.80 平成20年～21年 

計 974,340 822,450 － － 

  
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 273,990 12,800 － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 5,194 16,250 205 4,989 16,250 

賞与引当金 18,000 19,032 18,000 － 19,032 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 3,359 

預金   

当座預金 2 

普通預金 706,597 

定期預金 583,266 

定期積金 85,000 

小計 1,374,866 

合計 1,378,225 

相手先 金額（千円） 

デンセイ・ラムダ㈱ 17,582 

三菱電機システムサービス㈱ 14,435 

日本光電中部㈱ 10,901 

日本光電南関東㈱ 7,984 

千住金属工業㈱ 7,812 

その他 81,751 

合計 140,467 

期日別 金額（千円） 

平成19年１月 39,950 

２月 28,865 

３月 34,152 

４月 34,045 

５月 3,453 

６月以降 － 

合計 140,467 



③ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

④ 商品 

⑤ 貯蔵品 

相手先 金額（千円） 

アイ・エム・サービス㈱ 25,411 

㈱ワイズテーブルコーポレーション 23,554 

日本ヒューレット・パッカード㈱ 22,091 

㈱ＣＲＣテクノパートナーズ 18,203 

㈱ＵＳＥＮ 17,387 

その他 1,223,242 

合計 1,329,889 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

993,910 10,567,304 10,231,325 1,329,889 88.50 40.1 

品目 金額（千円） 

ＯＡ機器 228,262 

サプライ 478 

合計 228,741 

品目 金額（千円） 

収入印紙 62 

切手及び葉書 58 

マウスパット 124 

合計 244 



⑥ 買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

㈱大塚商会 353,023 

ダイワボウ情報システム㈱ 191,676 

ソフトバンクＢＢ㈱ 177,557 

エプソン販売㈱ 77,311 

アスクル㈱ 68,447 

その他 354,312 

合計 1,222,328 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 １月１日から12月31日まで 

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヶ月以内 

基準日 12月31日 

株券の種類 １株券 

剰余金の配当の基準日 
６月30日 

12月31日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

取扱場所 － 

株主名簿管理人 － 

取次所 － 

買取手数料 － 

公告掲載方法 

電子公告とし、次の当社ホームページアドレスに掲載します。 

（http://www.hyperpc.co.jp） 

ただし、事故その他やむを得ない事由により、電子公告をすることがで

きないときは、日本経済新聞に掲載します。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類 

 平成18年８月24日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成18年９月７日及び平成18年９月19日関東財務局長に提出。 

 平成18年８月24日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

   (3）臨時報告書 

      平成19年３月12日関東財務局長に提出。 

     企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（提出会社の主要株主の異動があった場合）に基づく

    臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



 独立監査人の監査報告書  

 平成18年８月17日

ハイパーコンセプション株式会社  

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 柿塚 正勝  印 

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 神谷 和彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

ハイパーコンセプション株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第16期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 

ハイパーコンセプション株式会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提出会

社）が別途保管しております。 



 独立監査人の監査報告書  

 平成19年３月29日

ハイパーコンセプション株式会社  

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 柿塚 正勝  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 神谷 和彦  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

ハイパーコンセプション株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第17期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 

ハイパーコンセプション株式会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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